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令和元年度１２月補正予算の概要について

令和元年１２月３日

令和元年度１２月補正予算の概要を発表いたします。

今回の補正予算は、

台風第１９号とその後の大雨による災害からの復旧や

生活の再建に向けて緊急に措置すべき経費などについて

計上いたしました。

その主な内容といたしましては、

台風等により被災された方の

生活再建に向けた支援金の給付、

県の災害対応などについての検証、

河川、道路などの公共土木施設や治山施設の復旧、

がけ崩れ等の土砂災害への対策

などに要する経費を計上いたしました。

以上により、一般会計における補正予算の総額は、

５９９億３千３百万円、

本年度予算の累計は、

１兆５，８８５億２千４百万円となります。

福島県財政課

電話 ０２４－５２１－７０８９
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資 料

令和元年度１２月補正予算主要事業一覧
(単位：千円)

＜一般会計＞

１ 台風第１９号等による災害への対応経費

計 ５０，２５６，８２８

（１）台風第１９号等に係る被災者生活支援特別給付金

（ ）危機管理部：災害対策課

１，８５７，０００

県内の住宅被害が甚大であることから、被災者の日常生活の再建を支援するため、

被災者生活再建支援法の支援対象とならない半壊及び床上浸水の世帯に対し、市町村

と連携して支援金を給付する。

（危機管理部：災害対策課）（２）台風第１９号等に係る災害対応検証事業

９，９５７

台風第１９号等に係る災害への県の対応や関係機関との連携などについて、第三者

、 。を交えた委員会を設置し 大雨特別警報等による住民避難行動を踏まえた検証を行う

（土木部：河川整備課）（３）公共災害復旧費

４３，９３４，６００

堤防が決壊した河川や崩落した道路、水没により機能が停止した下水処理施設など

の公共土木施設の復旧工事を行う。

（土木部：砂防課）（４）緊急砂防等災害関連費

１，５３５，３００

土石流やがけ崩れ等の土砂災害が発生した箇所において対策工事を行うとともに、

市町村が行うがけ崩れ対策事業を支援する。

（農林水産部：森林保全課）（５）治山災害復旧事業

１３５，６０１

被災により損壊した治山ダムや落石防護柵など、林地荒廃防止施設の復旧工事を行

う。

公共事業

公共事業

公共事業

主な内訳
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２ 公共事業・県単公共事業・維持補修費【再掲】

４８，７１０，５４６

（単位：千円）

農林水産部 土 木 部 計

普通建設事業 補正額 ▲107,288 2,385,300 2,278,012

累計額 23,548,792 8,530,613 32,079,405

災害復旧事業 補正額 135,601 45,056,600 45,192,201

累計額 7,397,463 73,395,394 80,792,857

補正額 38,405 0 38,405国直轄事業負担金

累計額 2,067,306 28,394,875 30,462,181

公共事業計 補正額 66,718 47,441,900 47,508,618

累計額 33,013,561 110,320,882 143,334,443

県単公共事業 補正額 ▲52,530 1,600 ▲50,930

累計額 16,520,951 168,476,810 184,997,761

合 計 補正額 14,188 47,443,500 47,457,688

累計額 49,534,512 278,797,692 328,332,204

維 持 補 修 費 補正額 7,958 1,244,900 1,252,858

累計額 650,326 28,303,371 28,953,697

総 計 補正額 22,146 48,688,400 48,710,546

累計額 50,184,838 307,101,063 357,285,901
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令和元年度１２月補正予算の概要

（単位：百万円）

１ 予 算 規 模

補 正 額 ５９，９３３

本 年 度 予 算 現 計 額 １，５２８，５９１

本 年 度 予 算 累 計 額 １，５８８，５２４

前 年 度 同 期 予 算 額 １，４６２，９８０
（ ）H３０年度１２月補正後

前 年 度 同 期 比 １．０９倍

前 年 度 同 期 比 増 減 額 １２５，５４４

２ 補正額の財源内訳

地 方 交 付 税 ２，５２１

国 庫 支 出 金 ３２，４１４

繰 入 金 ２，７５２

繰 越 金 ２，０００

諸 収 入 １，２３４

県 債 １８，５６６

そ の 他 ４４６

（注）表示単位未満の端数については、記載区分毎に四捨五入している。
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１　使用料（２件）

名　　　　称 改　定　の　内　容
令和元年度
増収見込額

（単位千円）
備　考

福島ロボットテストフィールド使用料
研究棟附属設備
 直流安定化電源(18V仕様)　130円（新設）
　　　　　　　　　　　　　　　　　ほか

0
施行日
規則で定める日

港湾施設使用料
コンテナ施設（小名浜港大剣ふ頭）
　12,000千円×1.10
　　　　　　　　→　18,000千円×1.10

0
施行日
令和2年4月1日

計 0

２　手数料（２件）

名　　　　称 改　定　の　内　容
令和元年度
増収見込額

（単位千円）
備　考

卸売市場法関係手数料
開設者許可申請手数料　25,000円　ほか
　　　　　　　　　　　　　　→　廃止

0
施行日
令和2年6月21日
ほか

建築士法関係手数料
二級・木造建築士免許手数料
　19,300円　→　24,400円　ほか

0
施行日
令和2年3月1日

計 0

使用料及び手数料の改定
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～ 東日本大震災以降、これまでの補正予算編成について ～

■ 平成２２年度一般会計補正予算総額 １７０億７，１００万円

【第５号 （平成23年３月22日専決）】

【第６号 （平成23年３月31日専決）】

■ 平成２３年度一般会計補正予算総額 １兆４，７１４億４，１００万円

【第１号 （平成23年４月15日専決）】～

【第12号 （平成24年３月30日専決）】

■ 平成２４年度一般会計補正予算総額 ２，３０４億７，１００万円

【第１号 （平成24年５月18日専決）】～
【第12号 （平成25年３月29日専決）】

■ 平成２５年度一般会計補正予算総額 ４１７億３，２００万円

【第１号 （平成25年４月23日専決）】～

【第８号 （平成26年３月31日専決）】

■ 平成２６年度一般会計補正予算総額 ２，７５７億５，６００万円

【第１号 （平成26年７月２日議決）】～

【第９号 （平成27年３月31日専決）】

■ 平成２７年度一般会計補正予算総額 １，５１１億３，１００万円

【第１号 （平成27年７月１日議決）】～

【第７号 （平成28年３月31日専決）】

■ 平成２８年度一般会計補正予算総額 ２，０１６億４，８００万円

【第１号 （平成28年７月６日議決）】～

【第５号 （平成29年３月31日専決）】

■ 平成２９年度一般会計補正予算総額 ▲１，７１１億７，３００万円

【第１号 （平成29年７月５日議決）】～

【第７号 （平成30年３月30日専決）】

■ 平成３０年度一般会計補正予算総額 ▲１，０５９億７，２００万円

【第１号 （平成30年７月６日議決）】～

【第９号 （平成31年３月29日専決）】

■ 令和元年度一般会計補正予算総額 ６８２億６，３００万円

【第１号 （令和元年７月４日議決）】～

【第４号 （令和元年11月14日専決）】
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